
 

 

イベント概要 
 
[企業名]  住友ファーマ株式会社 
 
[企業 ID]  4506 
 
[イベント⾔語] JPN 
 
[イベント種類] 決算説明会 
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[登壇者]  5 名 
   代表取締役社⻑    ⽊村 徹 （以下、⽊村） 
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登壇 
 

野⼝：お時間となりましたので、住友ファーマ、2024 年度第 2 四半期決算説明会を始めさせてい
ただきます。 

本⽇は、ご多⽤の中ご参加いただき、誠にありがとうございます。弊社東京本社会場および会場か
らの Zoom ウェビナーによるライブ配信で進めてまいりたいと存じます。 

それでは、本⽇の出席者をご紹介いたします。代表取締役社⻑の⽊村、代表取締役副社⻑執⾏役員
の酒井、取締役執⾏役員の中川、常務執⾏役員の池⽥、司会の野⼝でございます。どうぞよろしく
お願い申し上げます。それでは、⽊村より、2024 年度第 2 四半期決算についてご説明させていた
だきます。⽊村さん、よろしくお願いいたします。 

⽊村：本⽇は、2025 年 3 ⽉期になりますが、第 2 四半期の当社住友ファーマの決算説明会にご参
集いただきまして、ありがとうございます。資料に従いましてご説明させていただきます。 
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本⽇のアジェンダをここにお⽰ししておりますが、決算の概要、あとは当社再建というのを、⾮常
に⼤きな課題になっておりますので、それについての取組、続きまして研究開発、最後に質疑応答
ということでお時間を取っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 

ここに今期の決算のハイライトをお⽰ししてございます。 

これから詳しく数字はご説明いたしますので、ここでは申し上げませんが、売上収益、コスト、コ
ア営業利益は、われわれの計画どおり、あるいは計画以上に進んでおるというところでございま
す。 

再建に向けての課題という中では、今まさに早期退職を国内、住友ファーマで進めております。
2024 年 12 ⽉からは 2,000 名体制で進めていくということにしておりますので、後ほどご説明申し
上げます。 

もう⼀つ、借⼊⾦の状況につきましては、皆さんご存じのように、2024 年 9 ⽉ 30 ⽇までブリッ
ジローンの返済期限を延⻑いただいて、これからどうするかを、⾦融機関あるいは住友化学と協議
をしておりました。現在は、それを 2024 年 12 ⽉末へ延⻑するということが済んでございまし
て、必要なリファイナンスについて現在協議を進めているところでございます。 
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ここに今期の営業成績をコアベースでお⽰ししてございます。 

⾒ていただいて分かりますように、売上収益が 1,807 億円、昨年度⽐で 281 億円ということで、
⼤幅に改善してございます。 

⼀⽅で、販売費及び⼀般管理費、および研究開発費といったところは、抑制が効いておるというこ
とでございます。 

ここに今年度の、5 ⽉ 14 ⽇予想というのはほぼ予算と思っていただいて結構ですが、それに対す
る進捗をお⽰ししてございます。販売費及び⼀般管理費を抑制する、あるいは研究開発費を抑制し
つつ、売上収益については強含みで推移しておるというところでございます。 

その結果、今期のコア営業利益はマイナス 0 億円、実際には 3,800 万円の⾚字ではございますが、
何とかここまで到達したということでございます。 

今年度の⽬標は、コア営業利益 10 億円を⽬標にして進めてございますが、それには 200 億円分の
事業売却を含めた上で、10 億円のコア営業利益ということでございますので、この事業売却を除
くと⽬標は 190 億円のコア営業損失でございます。それが今回事業売却を含まず、コア営業利益
がマイナス 0 億円になったということでご理解いただければと思います。 
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⾮経常項⽬につきましては、事業構造の改善費⽤が⽇⽶で 70 億円程度出てございますので、それ
を受けて、営業利益がマイナス 82 億円になってございます。 

⼤きなところは、ここの⾦融収益・費⽤が出てございますが、これは当社の⼦会社が円建ての負債
を持っておると。われわれが円建てで⼦会社に貸し付けをしてございますので、それが期末⽇のレ
ートで、為替差損が出ておるということではありますが、本⽇はほぼなくなっているということで
ございまして、⽇々動いているということでございます。 

1Q ではこれが⼤きな数字になっていたんですが、それも当⽇ではほぼなくなっておるというご説
明をさせていただきましたが、そういうことでございます。 

 

ここで、北⽶および⽇本・アジアの主要製品の売上収益をご説明させていただきます。 

北⽶では、オルゴビクス、マイフェンブリー、ジェムテサを基幹 3 製品というところで、われわれ
は重点的に進めておりますが、オルゴビクスが 355 億円、マイフェンブリーが 60 億円、ジェムテ
サが 252 億円となっておりまして、それが当初のわれわれの計画とどういうふうになっているか
をお⽰しするために、2Q までの当社の計画との⽐をここにお⽰ししてございます。 
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オルゴビクスがプラス 26%、ジェムテサがプラス 10%となっております。マイフェンブリーが若
⼲苦戦してございますが、全体として北⽶の売上が 1,042 億円となってございまして、昨年度から
⼤幅に改善しておるというところでございます。 

 

⼀⽅、⽇本でございますが、売上収益は 528 億円ということで、昨年度⽐、若⼲下がってござい
ますが、これはトレリーフの独占販売期間が今年 6 ⽉に終了しております。さらに、セグメント全
体の薬価改定影響が 31 億円ございますので、それを含めての数字であります。 

⼀⽅で、トレリーフが、当初のわれわれの計画に⽐べては、⽐較的頑張っておるというところも出
ております。これが年間の予定に対する進捗ではありますが、⾒ていただいて分かりますように、
強含みで国内も推移しておるということでございます。 

続いて、アジアですが、中国のメロペンが好調でございまして、合計で 237 億円ということで、
昨年度⽐ 29 億円のアップとなります。計画⽐では 60.9%でございます。 
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ということで、⽇本、北⽶、アジア、それぞれ各セグメントで、当初計画に⽐べて⾮常に好調に推
移しておるということでございます。⽇本で 63 億円、北⽶で 74、アジアで 114 ということで、
セグメント利益が 251 億円となってございます。 

23 年度の実績と⽐較したものを⼀番下に⽰してございますが、⽇本では売上収益が、先ほど申し
上げた理由で若⼲下がってございますが、販売費及び⼀般管理費の抑制が効いておりまして、コア
セグメント利益としては 4 億円のアップです。北⽶では売上収益が⾮常に伸びております⼀⽅で、
販売費及び⼀般管理費の抑制が効いておるということで、約 500 億円の改善が出ているというこ
とでございます。 
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⼀⽅で、⾮常にわれわれの当初計画は、⼀部では、こんな計画どおりにいくのかというご批判もい
ただいておりましたが、計画以上に好調に推移しておるというところでございますが、これからご
説明する理由で、通期の業績予想は現時点では据え置かせていただきました。 

まず⼀つ、売上収益につきましては、基幹 3 製品は年度後半も順調に伸⻑することを予測してござ
います。⼀⽅で、⽇本では早期退職を今、実施しております。それで営業⼒含め、⾮常に⼤幅に⼈
員が削減されるということがございますので、⼀定の下振れのリスクがあると⾒ております。 

また、コストにつきましては、販管費・研究開発費ともに、2Q の実績並みに抑え込めると考えて
ございます。 

これらの結果、その他の収益・費⽤を除いたコア営業利益では、おおむね 2Q 実績並みのものが年
度末にも出せるんじゃないかとは考えておるところですが、⼀⽅で、期初予想で 200 億円⼊れて
おりました事業譲渡につきましては、2Q までではゼロとなっておりますが、実際には、複数案件
の話が進んでございまして、それぞれがそれなりの規模がありますので、それの成否あるいは額に
よって、収益が⼤きく変動するということがございます。 
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われわれの予算は元々10 億円という⾮常に⼩さい絶対値でございましたので、⾮常に⼤きな振り
幅があるということも考えております。それが上下することで、皆さんを混乱させるというのも、
われわれも予想できないということもありますので、業績予想の据え置きの⼀つの理由となってい
ます。 

⾮経常項⽬、⾦融収益・費⽤につきましては、早期退職実施に伴う事業構造改善費⽤の計上は、9
⽉中に応募した⽅々についてはもう今期に計上しておりますが、10 ⽉になってから早期退職に応
募した⽅は 3Q ということになりますので、若⼲の悪化要因が残ってございます。 

先ほどご説明したような⾦融収益・費⽤につきましては、為替で⾮常に⼤きく動くという不確定な
要因がたくさんございますので、業績予想は現時点では据え置くことにさせていただきました。
3Q の決算時には、しっかり予想を出してまいりたいとは考えてございます。 

 

続きまして、再建に向けての取組についてご説明させていただきます。 

当社はまず再建しないといけないという状況でありますが、再成⻑に向けた戦略シナリオを簡単に
お⽰ししてございます。 
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まずは短期集中施策で⿊字化を完遂することが⽬標になりますが、並⾏して、開発品⽬の上市実現
をして、再成⻑の軌道へ乗せたいと考えております。 

10 年後には「グローバル・スペシャライズド・プレーヤー」にしっかりなろうということで、が
ん・精神神経領域、再⽣・細胞医薬事業での研究開発活動を続けつつ、新たな価値も創出してまい
りたいということでございます。 

⼤きくは三つの期間に分けておりまして、まずは再成⻑の礎を今年度、来年度にしっかり築くこと
を⽬標にしております。まずは今年度のコア営業利益の⿊字化、来年度では最終利益を⿊字化する
ということを公表しておりまして、まずこれに向けて進むと。 

その後は、次世代の収益基盤ということで、研究開発、特に優先投資品⽬を確実に事業化していく
という期間を置いております。 

その後、われわれが⽬指す⾃社イノベーションによる事業展開ということで、「グローバル・スペ
シャライズド・プレーヤー」になるという 3 段階を計画しております。 

 

まず当⾯の事業再建は、先ほど申し上げたように、短期集中で抜本的な構造改⾰を断⾏して、V 字
回復を実現するということを掲げて進んでおりまして、コア営業利益・最終利益の早期⿊字化が今
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年度、来年度の⽬標となります。先ほどもご説明いたしましたが、基幹 3 製品の早期の価値の最⼤
化、まだまだ伸びる余地があるとわれわれは考えておるところでございます。 

⼀⽅で、コストマネジメントはしっかりした上で進めていくと。同時に、研究開発につきまして
も、パイプラインの選択と集中をしっかりしつつ、早期上市を優先しつつ、先ほど申し上げた、が
ん・精神神経領域、再⽣・細胞医薬事業に注⼒してまいります。 

⼀⽅で、財務体質という意味では、⾮常に借⼊⾦が多くなってございますので、フリーキャッシュ
フローを改善する。⼀⽅で、事業領域の選択と集中を進める中で、不要不急資産の売却ということ
で資産のスリム化も進めてまいります。 

こういうものを総合して、短期集中で再成⻑の礎を今年度、来年度につくってまいりたいと存じま
す。 

 

その進捗具合がここでございます。 

まずは、⽶国を中⼼にした収益の拡⼤でございます。⽶国の基幹 3 製品の売上収益を半年ごとに⽰
しておりますが、昨年度上期と⽐較して 157%と、今年度の上期の計画と⽐較してもプラス 13%と
いうことで、順調に推移しておるというところを左にお⽰ししております。 
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⼀⽅で、コスト削減ということでは、グループを挙げて、何としてでもコストを削減するというこ
とで進めてまいりました結果、昨年度、半期で 1,600 億円強の販管費および研究開発費を使ってお
ったところが、今年の上期には 1,000 億円、1,085 億円というところまで抑制しております。これ
を、先ほど申し上げたように、下期もしっかり続けるということになります。 

 

ここからは、基幹 3 製品それぞれの状況をご説明します。 

これは出荷数で⽰してございますが、オルゴビクスは、前⽴腺がんの薬でございますが、前年同期
⽐では 70%増ということで、主には数量で伸びております。これはメディケアパート D、IRA とい
う新しい薬剤給付制度が今年から運⽤されておりますが、それがわれわれにとっては追い⾵となっ
て、数量が伸びておるというところでございます。21 年度から⾮常に順調にきて、今後も伸びて
いくことを期待しております。 
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次はマイフェンブリーでございます。 

こちらは若⼲苦戦しております。今年の上半期の計画は 52 ミリオンのところが、75%しか達成で
きなかったということではございますが、昨年度⽐では 30%以上これでも伸びておるというとこ
ろであります。 

⼀番苦労しておるのは、なかなか数量が出ないということですが、⼦宮内膜症と⼦宮筋腫、⼆つの
インディケーションを持っておりますが、⼦宮内膜症で、なかなかわれわれの想定どおりのシェア
拡⼤ができておらないというところでありますが、伸びてはおりますので、今後しっかりこの市場
の動向を⾒極めつつ、進めてまいります。 

⼀⽅で、当初計画を達成することは⾮常に困難になっておりますので、この年度⽬標は少しギブア
ップというところでございます。 
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⼀⽅で、ジェムテサにつきましては、計画⽐でプラス 9%、前年度⽐では 47%増ということで、こ
ちらは順調に推移してございます。 

特に価格⾯で、期初の予測に⽐較して、Coverage Gap の負担が少ないなどの、われわれにとって
は追い⾵が吹きまして、計画を上回っておるというところでございます。競合品のジェネリックが
出たということで、いろいろわれわれも⼼配しておりましたし、皆さんからご質問もいただいてお
りましたが、今のところ影響は出ておりません。 



 
 

 15 / 45 
 

 

その辺りを、処⽅箋枚数、あるいはまったく新しい患者さんにどれだけ処⽅されたかという、⼆つ
のグラフを⽰しております。 

ここの下の⾚の部分、この点々のところで競合品の後発品が上市されて、市場環境が⼤きく変わっ
たのでありますが、われわれの製品については順調に伸びておるということでございます。 

⼀⽅で、β3 という同じような薬効を持った薬の販売は、ジェネリックが出てきたときに⼀気に増
えておるということではありますが、当社のものは、ジェネリックの販売にかかわらず、順調に増
えているというところは⾒ていただけるかと思います。 
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その次は、12 ⽉からの新体制と書いてございます。 

⽇本で⼤きな早期退職を実施いたしました。その結果、体制、組織も筋⾁質なスリム化した組織と
いうことになりますが、特に⼤きな組織であります研究開発と営業本部のエッセンスをここに⽰し
ております。 

今まで、研究、⾮臨床実験などをするリサーチディビジョンと、臨床開発をする開発本部、
CMC、あるいは製法検討といったことをする技術研究本部という 3 本部体制で進めておりました
が、これを機に、三つの本部を⼀つにして、しかも組織全体はリーンにしつつ、研究から開発、上
市まで⼀気通貫で進むような R&D 体制にするということで、⼤きな組織改⾰を⾏いました。 

これまでどうしても本部が変わると、そこの受け渡しに時間がかかったり、なかなか意思がうまく
通じなかったということがままありましたので、今度は⼀体運営で、若⼲スリムにはなりますが、
今まで以上の⽣産性を出していきたいと考えています。 

⽅針としては、まず上市が近いがんの 2 品⽬、あるいは再⽣・細胞医薬の開発プログラムに注⼒い
たしますが、その次の時代を⽀える、がん・精神神経領域の低分⼦の開発プログラムをしっかり進
めてまいりたいと考えております。 



 
 

 17 / 45 
 

営業本部は、国内事業の根幹でございます。ただし、今回の早期退職で⾮常に組織はスリムになり
ました。本部機能および⽀店を再編して、効率的な組織で⽣産性を向上させたいと思っておりまし
て、19 部⾨が 10 部⾨に、⽀店は 12 ⽀店全国にございましたが、7 ⽀店になります。営業⼈員
1,000 ⼈超えておったところが、620 ⼈ということで、MR が 770 ⼈現在おりますが、450 ⼈体制
でするということで、相当スリムな体制になります。 

それで全国をカバーするために、われわれは今まで疾患領域制を敷いておりまして、CNS は CNS
の専⾨の MR、あるいは糖尿病は糖尿病の専⾨の MR というところで配置しておりました。だから
病院によっては、SMP の MR が、診療科によって違う⼈が出⼊りするという形になっておりまし
たが、⼈数が減るということで、エリア制に変更いたします。 

例えば東京都品川区は、どの⽅というような形で、もう少し広い守備範囲になりますが、そういう
⽅が CNS あるいは糖尿病、いずれも担当してやっていくということで、⼤きく変えるというよう
なことでございます。 

顧客ニーズに合った情報提供と、MR、⾮常に熱⼼に、優秀な⽅が残っていただきましたので、領
域が広がるということは難しい⾯もありますが、どの薬剤に対してもしっかり情報提供できる⽅々
と考えております。 

本社組織、詳しく書いてございませんが、関連する機能部⾨を統合いたしまして、18 部⾨から 13
部⾨にするということで、よりスリムかつ効率的な組織にするということになります。 
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もう⼀つは、再⽣・細胞医薬事業の体制変更でございます。 

住友化学といろいろ協議いたしまして、当社の今の財務状況の中で、がん・精神神経領域をしつ
つ、さらに再⽣・細胞医薬事業を拡⼤するということは⾮常に難しいことになるだろうと。どれか
の領域が、スピードが落ちるということになってはならないし、特に再⽣・細胞医薬については、
住友化学とのシナジーも⼤きいということで、住友化学グループとしてしっかり育てて、当初の⽬
標どおりの、2030 年代にはグローバルで 1,000 億円以上の事業にするという中で、まずは S-
RACMO という CDMO の事業会社を、住友化学さんの出資割合を増やすということと同時に、今
まだ検討しておって、発表はされていませんが、今年度中には、再⽣・細胞医薬の創薬、薬の開
発、再⽣・細胞医薬の開発といったところも、S-RACMO のような住友化学とのジョイントベンチ
ャーで進めたいと考えて、今、組織設計を進めているところでございます。 

こうすることによって、住友ファーマにとっては、研究開発・⽣産設備の投資を継続し、事業化を
より⼀層加速できますし、フロントランナーである当社が、技術・知⾒を事業拡⼤に最⼤限活⽤す
ることができます。 
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また、そういうインフラ機能は⾮常に⼤事になりますが、そういうものを維持した上で、将来の事
業体制については、また住友化学と柔軟に検討・アレンジもできるというような、住友化学がパー
トナーであってこそのメリットがございますので、ぜひこれを進めたいと考えております。 

 

次に、研究開発です。 

ここが主な開発品の⼀覧ではございますが、特に変更はございませんので次に⾏きます。 
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臨床開発の主なトピックスをここにお⽰ししてございます。 

精神神経領域、これは再⽣・細胞医薬事業も含めてでございますが、⼀つ、他家 iPS 細胞由来のド
パミン神経前駆細胞、パーキンソン病の再⽣医療でございます。これは京都⼤学の医師主導治験が
終了しておりまして、そのデータをもとに、申請に向けて準備を進めてございますが、2024 年度
内の申請、あるいは承認取得を⽬指しておりましたが、昨今の PMDA さんとの協議を踏まえて、
申請⽬標を、現在再検討を始めたというところでございます。 

⼀⽅で、医師主導治験の結果は、京都⼤学から論⽂発表ということで準備が進んでおりますので、
そのデータについては、論⽂と同時に皆さんには⾒ていただけることになると思います。これにつ
いては京都⼤学にお尋ねいただければと思います。 

⼀⽅で、網膜⾊素上⽪細胞の治験も、最初の患者さんへの移植が国内で成功しておるというのがト
ピックスになります。 

がん領域では、これまで DSP-5336 と呼んでおりましたが、enzomenib という⼀般名がついてお
ります。他剤併⽤のコホートが⽶国で開始されましたし、厚労省からはオーファンの指定をいただ
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いたということでございます。12 ⽉になれば、⽶国⾎液学会で臨床データを発表させていただき
ます。対象疾患は急性⾻髄性⽩⾎病となります。 

TP-3654 と呼んでおりましたのは、nuvisertib という⼀般名がついております。順調に進んでお
り、24 年の⽶国⾎液学会で最新の臨床データを発表する予定にしてございます。 

新たながんの製品として、SMP-3124 が臨床に⼊っておりまして、⽶国および⽇本で患者さんへの
投与が始まっております。この SMP-3124 というのは、ただの低分⼦化合物ではなくて、リポソ
ームに化合物が封⼊されているというような、リポソーム封⼊のナノメディスンになります。この
中に、CHK1 というわれわれのターゲットにしているタンパクキナーゼに対する阻害剤が⼊ってお
るということで、副作⽤を低くした上で効果を⾼めるということを期待しております。 

⼀⽅で、中国ではビベグロンのフェーズ 3 試験（ブリッジ試験）を進めておりましたが、残念なが
らブリッジは不成⽴ということですので、現在、開発⽅針を再検討しておるというところでござい
ます。 

同じく中国では lefamulin が 2024 年 5 ⽉、8 ⽉に申請しておりますので、来年度の上市ができる
ことを期待しております。 

説明は以上になります。どうもご清聴ありがとうございました。 

野⼝：⽊村さん、ありがとうございました。 
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質疑応答 

 

野⼝ [M]：これより、質疑応答に移りたいと存じます。 

⽇下 [Q]：⼤和証券の⽇下と申します。 

クレジット⽬線の質問で恐縮ですけれども、まず 12 ページの真ん中の下に「過剰債務解消」とい
う⽂⾔があるんですけれども、26 年以降に償還を迎える借⼊⾦は現在ないと思うので、これは実
質的には、劣後債のファーストコールの意思表明なのかなと受け取っているんですけど、この認識
は間違いないでしょうか。 

⽊村 [M]：酒井さん、どうぞ。 

酒井基⾏ [M]：すみません、意思表明というのは、もう⼀度ちょっと。 

⽇下 [Q]：すみません。26 年から 32 年に満期を迎える有利⼦負債は、劣後債しか今のところない
と思うんですけれども。 

酒井基⾏ [A]：そうですね。27 年と 30 年にあります。 

⽇下 [Q]：ということは、この劣後債務を返済というか、ファーストコールしますよと受け取って
よいということですね。 

酒井基⾏ [A]：コールするための条件はいろいろございますので、それの範囲の中で⼿当はしてい
かなきゃいけないと当然思っております。 

⽇下 [Q]：ありがとうございます。 

次に、13 ページ⽬に「財務体質の強化（借⼊⾦の返済）」と書いてありますけども、これは延⻑
されたブリッジローンとかを指しているということでしょうか。 

酒井基⾏ [A]：13 ページについてですか。これは、すみません、それをスペシフィックに指して
いるというものでは必ずしもございません。 

⽇下 [M]：分かりました。ありがとうございます。 

⽊村 [A]：ちょっと追加になりますけど、最初のほうの質問の、過剰債務の解消というところは、
現在、返済予定になっておりますのは、ご質問いただいた劣後債でございますが、今借り⼊れてい
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るお⾦についても今後、返済計画を作ってまいりますので、この期間にまた返済していくというこ
とになります。 

野⼝ [M]：JP モルガンの若尾様、ご質問をお願いいたします。 

若尾 [Q]：JP モルガンの若尾です。ありがとうございます。 

まず⼀つ⽬が、資産売却ですけれど、この期初に⾒込んでいた 200 億円というのは、残りの期間
で達成できそうなものでしょうか。今の進捗についてもう少し教えてください。 

⽊村 [A]：まず 200 億円そのものは、ある種、規模感というもので⼊れた部分がございますが、相
当の規模の部分は、今いろいろな話を進めてございますので、資産売却がそれなりの数字が 4Q に
は⼊ってくるとご理解いただいたらと思います。 

ただ、相⼿さんもあることですし、⾦額も契約をするまでは決まりませんので、現在のところは何
も⼊れておらないということでございます。 

若尾 [Q]：1-3 ⽉に⼊るということですね。4Q までには、ですか。 

⽊村 [A]：複数の案件がありますので、4Q までのものもありますし、4Q ぎりぎりのものもござい
ます。 

若尾 [Q]：分かりました。 

それなりの規模のものに関しては、リリースがあるというふうに想定していればいいですかという
のと、この 200 億円、元々想定していて、期初時点と資産売却の達成確度の感触は変わっていな
いと⾒ていていいですか。 

⽊村 [A]：⽊村でございます。 

規模感と資産売却をするという意味では、確度は変わってございません。 

若尾 [Q]：delay は特にないと理解しました。ありがとうございます。 

そうしますと、1Q では、社内計画に対して 100 億円の上振れとおっしゃっていたと思うんですけ
れど、この上期は累計でどのくらい社内計画に対して上振れ、貯⾦があるのかというのを知りたい
です。 

そして、それが下期も特に何か⾒通しが変化しなければ、むしろトップラインに関しては順調に進
んでいますので、ネットで考えますと、資産売却が上⼿くいくと考えますと、コアベースで、どこ
かのタイミングで上⽅修正する、3Q で上⽅修正する可能性があると考えていいのですか。 
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酒井基⾏ [A]：まず、年間の予想をちょっと思い出していただきたいんですけれども、コア営業利
益が 10 億円と申し上げておりましたが、話題になっております事業売却関係等で 200 億円プラス
を⼊れておりますので、逆に⾔うと、それ以外のところでは、相当程度のマイナスを、200 億円弱
のマイナスを織り込んでいたということになります。 

上期の実績は、先ほど⽊村がご説明しましたように、事業売却益を⼊れずにゼロという数字になっ
ておりますので、そこからご想像いただけると思います。 

事業売却については、先ほど⽊村が説明いたしましたように、具体的に交渉している案件がござい
ます。規模がまちまちでございますので、当然開⽰をするべき規模に当たる案件について、成約す
るといいますか、ということになれば、発表すべきものは当然発表させていただくことになると思
います。そういうことも踏まえまして、3Q で業績修正をかけるという必要があれば、当然かけさ
せていただくというつもりにしております。 

若尾 [Q]：ありがとうございます。 

知りたかったのが、1Q で 100 億円、コア営業利益で上振れているとおっしゃっていたと思うんで
すが、これが 2Q 時点でどうなっているかというのと、すべてがうまくいったならば、上⽅修正と
理解していいのかという確認ですけれど、いかがですか。 

⽊村 [A]：1Q のときにも、私、アバウトで話をさせていただいたので、2Q の⽬標に対してという
ところへのコア営業利益の⽬標はちょっと控えさせていただきますが、6 ページのところに、24
年度の 5 ⽉ 14 ⽇予想に対する進捗率という数字をお⽰ししてございます。 

コア営業利益のところだけは数字を⼊れてございませんが、当社の現在の状況からすると、特に北
⽶の 3 製品を中⼼に売上は伸びていっているという中で、上期で売上収益が 53.5%になっておると
いうところを読み取っていただければと思います。 

⼀⽅で、販管費および研究開発費は、われわれの想定どおりに、びっしり上期で半分、下期もこの
額でわれわれは抑えていくという強い意志を持っておりますので、その辺りをお含みいただければ
ということでございます。 

若尾 [Q]：分かりました。資産売却をしたその分、利益を上乗せというイメージと理解しました。
ありがとうございます。 

最後に、オルゴビクス、ジェムテサについてです。特にオルゴビクスに関しては、来年のメディケ
アのリフォームの影響はプラスに働くと御社は想定されていたと思うんですけれど、⼀応ここは想
定から変化はないでしょうか。また、今ペイヤーとの交渉で、来期からの gross to net の御社がか
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ぶる分の交渉をしていると思うんですけど、そこの進捗はどうですか。御社の想定どおりに落ち着
きそうなのか、もしくはプラスかマイナスかとか、変化があれば教えていただきたいです。 

⽊村 [A]：われわれの想定どおりというか、それ以上に強含みと理解しておりますが、北⽶担当の
中川がおりますので、よろしくお願いします。 

中川 [A]：ただ今ご質問いただいた、患者さんの⾃⼰負担が今年の 1 ⽉から⼀定程度に制限される
という変更がありました。この⾦額が来年 1 ⽉からさらに下がるということですので、これはオル
ゴビクスにとっては優位に働くということを思っておりまして、これは今でも変わりございませ
ん。今ご指摘いただきましたように、ペイヤーさんとの交渉は随時進んでおるんですけれども、わ
れわれの想定を覆すようなことにはなっておりませんので、われわれとしては期待どおり進捗する
と思っております。 

若尾 [Q]：ありがとうございます。 

では、今、図表を出していただいている部分に関しては、特に御社の想定からは変化はない。なの
で、ネットで⾒ると、来期から数量増で、さらに伸びてきますよと理解しました。ありがとうござ
います。 

あともう 1 個だけ知りたいんですけど、オルゴビクスは⾮常に堅調に推移しているので、気になる
のが、マイルストンが思いのほか早く⼊ってしまわないかという可能性ですけれど、ここはいかが
ですか。来期と考えておけばよろしいですか。 

中川 [A]：早すぎて困るかというのはちょっとあれですけれども、この契約上は元々カレンダーイ
ヤーで決めておりまして、今の想定では 25 年度にファイザーさんからのマイルストンが⼊るだろ
うと⾒込んでおります。 

野⼝ [M]：続きまして、モルガン・スタンレーの村岡様、ご質問をお願いいたします。 

村岡 [Q]：モルガン・スタンレー、村岡です。ありがとうございます。 

中国のメロペンの話です。VBP のマイナスを吸収して、以前もこういうことが何度かあったんで
すけど、いつも期初のところでは、いや厳しいですというお話に舞い戻ることが何度かあったと思
います。今回、今、中間ラップでいい感じ、上振れ気味ですが、来期以降はどう考えておくのがい
いのでしょうか。もう今やセグメント利益ではアジアが⼀番利益を稼いでいるような状況にもなっ
ているので、ここをご解説ください。 

⽊村 [A]：確かにメロペンについては、集中購買制度の最初の対象になるときに、われわれも⾮常
に⼼配しておりました。⼀⽅で、⾮常に中国の社会にとって、公衆衛⽣にとって必要な薬だという
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ところをご認識いただいたということで、われわれが思っているほどの価格の減少がなかったとい
うことがございます。 

⼀⽅で、集中購買による価格の⾒直しが、3 年おきですかね、定期的にまいりますので、次に来た
ときには、また若⼲の価格のダウンがあろうとは思っておりますが、そこが、価格としての予測が
できないというところが⾮常に難しいところではございます。われわれが⾮常にペシミスティック
な予想をしていたということでは決してございませんで、運が良かったということでございます。 

村岡 [Q]：ありがとうございます。 

ちなみに、来年 25 年は、すみません、3 年に 1 回が、前回 3 年前がいつだったか、ちょっと記憶
が曖昧ですが、もし 3 年周期だとすると、どんな感じになっているんでしたか。 

⽊村 [A]：前回は 22 年 6 ⽉でございますので、次回が来年度か再来年度になると思うんですけ
ど。基本は、3 年に 1 回ということになりますが、当局の裁量によるところでございまして、25
年度のリストに載らないことをわれわれとしては期待しておるということを申し上げておきます。 

村岡 [Q]：分かりました。もし来年度だとしたら、来年 5 ⽉の段階では、ここはコンサバに⾒なき
ゃいけなくなるよねということですよね。 

⽊村 [A]：そうですね。来年度からだとしたらそうですが、われわれの来年度予想の話もしてござ
いますが、その中では出てきておりませんので、もうちょっと、1 年ずれるのかもしれません。 

村岡 [Q]：分かりました。ありがとうございます。 

その来年度の話で恐縮ですけど、来年度は、この今のモメンタムを踏まえていくと、資産売却なし
でも、コア営業利益の⿊字化、⽂字に起こしていらっしゃるのは最終利益の⿊字化となっているの
は 100 も承知ですが、来年度は資産売却なしでも、コア営業利益⿊字なのだったら、四つの Q、
来年度、全部⿊字化というのは、かなり今、視野に⼊っているということでよろしいでしょうか。 

⽊村 [A]：各 Q というところまでは申し上げませんが、今年度の勢い、モメンタムが維持できれ
ば、来年度は資産売却なしでも、コア営業利益の⿊字化は達成できるとは考えております。 

村岡 [Q]：分かりました。ありがとうございます。 

最後に、iPS 細胞のパーキンソンの件について、もうちょっと具体的に、どういう指摘事項、もし
くは案件が浮上したために、申請時期が今⾒えなくなっていると考えればいいのでしょうか。 

⽊村 [A]：具体的なところを申し上げるのはなかなか現状、難しゅうございますが、当初われわれ
は、繰り返し申し上げていたように、今年度には、条件及び期限付き承認を取ると申し上げており
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ましたが、種々PMDA さんとお話しする中で、宿題も出ておりまして、われわれとしては、この
治療法の効果あるいは可能性をまずは論⽂で皆さんに知っていただくということを進めつつ、
PMDA さんとの相談も並⾏して進めるというところで、いったん申請⽬標の 2024 年度末というの
を取り下げたところでございます。 

今後どういうスケジュールで進めるかについては、現在考えているところでございます。早く⾏け
ば来年度ということにもなりますし、それは計画を作ってから、またご発表させていただきます。 

村岡 [Q]：ありがとうございます。つまり早ければ来年度ということは、臨床データの質とか、サ
イズの問題ではなく、それ以外のところで少し時間がかかっているという理解でよろしいですか。 

⽊村 [A]：臨床データとしては、繰り返し申し上げているように、われわれとしては、7 例という
⾮常に⼩さな治験ではございますが、想定どおりの、期待どおりのものが出ておるとは考えており
ますが、その条件及び期限付き承認というところを実施するに当たって、それをどういうふうに解
釈していくかというところの議論と認識してございます。 

野⼝ [M]：続きまして、⼤和証券の橋⼝様、よろしくお願いします。 

橋⼝ [Q]：ブリッジローンについて、事実関係の確認をさせていただきたいです。今回 2024 年 12
⽉末に期限が延⻑されたのは、1,450 億円ということでよろしいでしょうか。元々2024 年 12 ⽉末
に期限を迎える借⼊⾦ 600 億円と合わせて、2,050 億円の返済が現状 2024 年 12 ⽉末の期限にな
っているという理解でよろしいでしょうか。 

酒井基⾏ [A]：はい、さようでございます。 

橋⼝ [Q]：今回延⻑になった理由についてはどのように理解すればいいのでしょうか。いろいろな
解釈ができると思うんですけれど、御社としては、元々借り換えを意図されていたと理解してい
て、⾦融機関に借り換えに応じてくれなかったとも解釈できなくもないと思うんですが、もしそう
だとして、御社の再建計画について、もう少し精緻化が求められているだとか、あるいはこれに関
係する第三者の判断を待っているとか、なぜ延⻑になったかについて、もう少しご解説いただけな
いでしょうか。 

酒井基⾏ [A]：ちょっとご質問のお答えにストレートにお答えすることになるかどうか分かりませ
んけれども、借⼊⾦につきましては、基本的には、ブリッジローンと⾔っておりました 1,450 億円
と、ご指摘のございました 2024 年 12 ⽉の返済資⾦も含めまして、新しい借⼊の契約にもってい
って、安定的といいますか、期間がどれぐらいになるかというのは、もう⾦融機関さんとのご相談
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にはなりますけれども、別の形での借⼊契約にもっていくということで、親会社あるいは銀⾏さん
と今、協議をしているところであります。 

ロイバントの株式を売却しておりまして、それの余剰資⾦もございますので、それを返済するとい
うことも踏まえまして、将来どういう銀⾏のフォーメーションで、どういう形で融資をしていただ
いて、つないでいくかということを、今ご相談をしている状態にあります。 

そういうことでございますので、簡単に、すぐに決まるということでもありませんので、とりあえ
ずブリッジローンに関しましては、2024 年 12 ⽉まで延ばして、現在はそれを新たな次の借⼊に向
けてどうしていくかについてご相談させていただいている状況にあるということです。 

ちょっとお答えになっていないかもしれませんけど、以上です。 

⽊村 [A]：⼀つ加えると、当社の再建計画、あるいは現状の今⽇ご説明した数字については、好意
的には受け⽌めていただいているとは理解しております。 

酒井⽂義 [Q]：UBS、酒井です。時間が迫っているようなので、⼀つだけ。 

この iPS のところの S-RACMO ですか、新会社、これは個別のプロジェクトというよりも、全体
の組み換えをお聞きしたいんですが、御社の出資⽐率が下がったと。マジョリティからマイノリテ
ィになって、住友化学がマジョリティを取ったということですけど、これは増資という形を取った
のか、それとも住友ファーマが住友化学に株式を売却した格好になったのか、それによる財務的な
影響が出てくるのかどうかという点が⼀つ。 

それから、新年度に新会社設⽴というのを初めて聞いたんですけれども、これは新会社を設⽴して
も、この出資⽐率⾃体が変わらないのか、それとも何らかの形で、ここにまた⾼付加価値的な事業
が加わっていくために、例えばの話、会社を増資するとか、いろいろな⼿⽴てを考えていくのか。
突き詰めていくと、多分この iPS 細胞のところは、住友化学は製造権というんですかね、⽣産する
能⼒、能⼒というのはキャパシティ、テクノロジーについては⼿放したくないという、多分そうい
う意思表⽰だと思うんですけれども、ここについての御社のこれからの取組というのは、どういう
形で、マイノリティで関わっていくのか。 

すみません、質問が三つになっちゃうかもしれないんですけども、この辺をクリアにしていただけ
ないでしょうか。 

⽊村 [A]：ご質問いただいてありがとうございます。 
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資本関係だけでいくと、当社がマイノリティになって、住友化学さんがすべて運営されるというこ
とにはなりますが、当社そのものが、マジョリティは住友化学が持っておられるという形ではあり
ますが、独⽴の会社として運営してございます。 

再⽣医療については、特に S-RACMO というのは CDMO の受託⽣産の会社でございます。ここは
設⽴して 3〜4 年ですが、毎年⿊字で順調に成⻑しておるということですが、住友化学は、医薬原
体の CDMO というような低分⼦の仕事もされておりますので、そこと事業としては形が似ておろ
うということで、強化しつつ、住友化学の出資を増やすということになっております。 

⼀⽅で、新会社というのは、初めてとおっしゃいましたが、4 ⽉ 30 ⽇でしたかね、住友化学から
の今後の再建計画というものの中で既に発表されておることでございまして、それを年度内に実施
するということをここにお⽰ししてございます。 

ここも住友化学がおそらくメジャーになる、われわれがマイノリティになるということではござい
ますが、細胞を扱うというところの知識・ノウハウ、あるいは技術といったものは、住友ファーマ
側にしかございません。あるいは、薬事といったところの、⾮常に、先ほどのパーキンソン病でも
ご説明しておりますが、ファーマ機能の、ある種、中⼼になるようなところも当社が担っていくと
いうことでありますので、主要なアクティビティ、活動の主要なところは今後も当社が担うことに
なります。 

⼀⽅で、S-RACMO、あるいは新社、SMP 本体というのも、有機的につながらないと進まないで
すので、その辺りも住友化学にはご理解いただいた上で進めていくということになります。 

⼀⽅で、今後、再⽣・細胞医薬事業を⼤きくしていく上には、研究開発費あるいは設備投資がどん
どん増えてまいります。そうしたところが、住友化学、マジョリティの会社であれば、われわれの
PL からは除ける、あるいは負担が⼩さくできるという財務的なメリットも⾮常にございまして、
今回の話を当社も積極的に進めておるところでございます。 

酒井⽂義 [Q]：確認ですけど、今回の S-RACMO の資本の組み換えによるキャッシュの移動、PL
への影響はないということ、それから新会社への移⾏によって、2 社が並⾏して存続するという理
解でよろしいですか。 

⽊村 [A]：そうですね。まず 2 社が並⾏して存続いたします。 

S-RACMO の設⽴に関しましては、現在持っているわれわれの S-RACMO の株を、今まで住友化
学と 51、49 という形で持っておりましたが、⼗数パーセント分を住友化学さんに譲渡するという
形で、持分の変更を 10 ⽉ 1 ⽇に実施したということでございます。 
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酒井⽂義 [Q]：では、その分の財務的な影響は下期にヒットするということですか。 

⽊村 [A]：そうですね、下期にはヒットいたします。これは 10 ⽉ 1 ⽇ですので、今期には出てお
らないということになります。 

酒井⽂義 [Q]：それは追って開⽰されるわけですね。 

⽊村 [A]：⼤きな額ではありませんので、額を開⽰するかどうかは別ですが、数字としては⼊って
まいります。 

酒井⽂義 [M]：分かりました。どうもありがとうございます。 

野⼝ [M]：ありがとうございました。 

続きまして、シティグループの⼭⼝様、お願いいたします。 

⼭⼝ [Q]：シティの⼭⼝です。ありがとうございます。 

若尾さんの質問ともちょっとかぶるんですけれど、通期の元々の設定と事業売却の関係について、
もう 1 回お伺いしたいです。⾜元、ほぼトントンで来ておりますので、本業でも元々のご計画 10
億円には達成できるのではないかなと⾒えます。すなわち、事業売却を元々⼊れてはおられました
けど、それがなくても元々の会社予想は達成できるのではないかなと外から⾒えます。 

この事業売却の扱いについては、できる、できない、相⼿の問題というのもございましたけれど、
そもそも今期の予想を達成する上では、あえて今やらなくても、後に残しておいてもいいのではな
いかという判断が働く余地があるのか、ないのか、そういうの⼀切ないのか、その辺についてコメ
ントいただけますでしょうか。 

⽊村 [A]：⼀切ございません。具体的にもう話が進んでおりますので、それを進めつつ、業績の改
善に取り組んでおったというところで、その業績改善が先に結果が出たというだけのことでありま
すので、われわれの再建計画、いずれも実⾏するということでございます。 

⼭⼝ [Q]：分かりました。ありがとうございます。 

あともう 1 点、簡単で結構ですけど、MR の数がかなり減ります。やり⽅をいろいろ変えられると
いうことですが、コール数の必要な糖尿病の治療薬とか、結構まだ抱えているため、どうしてもコ
ール数が減っちゃうと思うんですよね。 

そうなりますと、国内の販売⼒が、ちょっと陰りが出る可能性があると思うんですが、その辺は、
それはそれでしょうがないということなのか、いろいろやり⽅を⼯夫して、デジタルも含めて何と
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かカバーするのか。会社計画も元々のコール数をベースに作られていると思うので、その辺のダウ
ンサイドというのはどうでしょうか。 

⽊村 [A]：疾患領域制を敷いておったんですが、エリア制で、ある地区はこの MR に任すというよ
うな形で、MR の活動がしやすいようにして、できるだけコール数が⼈数ほど落ちないようにとい
うことは計画してございますが、実際にこれだけ減ると、コール数が低下することはやむを得ない
と。それによって、国内の下期の収益がある程度は低下するとは踏んでおります。 

その辺りが今回の、上期は好調ではありましたが、下期について若⼲、われわれが慎重に⾒ておる
ところでございます。ただ、⾮常に優秀な⽅が残ってくださっているので、⼈数ほどの減少はない
とは思います。 

⼭⼝ [M]：分かりました。ありがとうございます。以上です。 

野⼝ [M]：ありがとうございました。 

続きまして、みずほ証券の都築様、お願いいたします。 

都築 [Q]：みずほ証券の都築と申します。ありがとうございます。 

私も DSP-1083 の件です。これは 7 名のデータの中で、京都⼤学側が⼀部学会とか、シンポジウ
ム等で、運動スケールのスコアのところの改善も⽰していたかなと個⼈的には思っています。それ
を考えると、今回申請を遅らせた背景は、例えば⾮盲検というか、投与群のみなので、ヒストリカ
ルレコードのヒストリカルデータを⾒ていますとか、製造のところだとか、追加の臨床試験は求め
られてなさそうな印象を受けているんですけど、ここがどうなのかというところと、元々9 ⽉末く
らいまでの承認申請を狙っていますという話だったので、もしこのタイミングももう少し何かいた
だけたらうれしいなと思ったんですけど、いかがですか。 

⽊村 [A]：まだ京都⼤学からデータの発表は、ごくごく内々のというか、ごく専⾨家の会議で、海
外でお話しされたというのは聞いていますが、それはクローズドですので、されていないんじゃな
いかと思いますが、京都⼤学に確認してください。私は存じ上げません。 

⼀⽅で、時期的なことについては、あるいはその内容については、今回この時点では、具体的に⾔
及するのはちょっと控えたいと思っておりますが、繰り返しになってしまいますが、協議を踏まえ
て、われわれとして、3 ⽉という⽬標は取り下げるというところで、今後どうしていくかというこ
とは考えておるところでございます。 
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ただ、データそのものには⾮常に前向きに捉えておりますので、早晩、データも京都⼤学の発表し
たものを皆さんご覧いただけるかと思いますし、われわれも並⾏して、新たな申請⽬標を作ってい
きたいと思います。 

都築 [Q]：ありがとうございます。再度の臨床試験とか、追加試験の必要性という観点ですけど、
それはないという理解でいいですか。 

⽊村 [A]：条件及び期限付き承認としては、われわれとしては⼗分なデータが出ておるとは考えて
おりますが、本承認という意味では、いずれもう少し規模の⼤きなものを実施しないといけないと
いうことは承知の上でのことであります。 

都築 [Q]：承知しました。ありがとうございます。 

あと 1 点が、TP-3654 の ASH でデータ発表がありますということだったんですが、新しいデータ
としては、どういったところを注⽬しておくべきか、ここを教えていただきたかったです。 

⽊村 [A]：何度もご質問いただいてありがとうございます。 

治験が順調に進んでおりますので、症例追加その他が出ております。それらが、より安全性、ある
いは有効性といったものを皆さんにご納得いただけるデータがお⽰しできるんじゃないかとは思い
ます。 

都築 [M]：ありがとうございました。 

野⼝ [M]：ありがとうございました。 

野⼝ [M]：SMBC ⽇興証券の和⽥様、よろしくお願いします。 

和⽥ [Q]：私から 2 点お願いします。 

⼀つ⽬が、そろそろこの基幹 3 製品の売上とか、販管費のところが⾒えてくるかなというところか
なと思うんですけど、中期経営計画の修正を今年中、今年度中にやられるとおっしゃっていたよう
な気がしたんですけど、その辺りのご計画がいつ頃になりそうかという話です。 

あとはパイプラインのお話で、メニン阻害剤のプロテイン・プロテイン・インタラクションの開
発、enzomenib があると思うんですけど、このプロテイン・プロテイン・インタラクションを狙
った低分⼦薬だと思うんですけど、これの技術として、プラットフォーム化できるかどうか。ほか
のプロテイン・プロテイン・インタラクションを狙うような化合物を取ってこれる技術を御社はお
持ちかどうかをお伺いしたかったんですけれども、いかがでしょうか。 
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⽊村 [A]：まず中期経営計画のことでございますが、われわれが今、公表しております中期経営計
画 2027 というのは、実態とは⾮常にもう⼤きく乖離してございます。現在、この再建計画の中
で、中⻑期の計画を作ってございますので、それをロングレンジプランと呼んでおりますが、どの
ような形で皆さんに発表させていただくかというのは社内検討しておりますが、今年度中には皆さ
んに何らかの形でお⽰しするということを考えております。ちょっとコンパクトな中期経営計画と
いう形にならざるを得ないと思いますが、そういうふうに考えておるというところでございます。 

DSP-5336、enzomenib につきましては、プロテイン・プロテイン・インタラクションの阻害剤と
いうことではございますが、特にプラットフォーム技術があるというところでは残念ながらござい
ませんで、われわれの有機合成の技術を駆使して、その辺りにチャレンジして、いいものが出てお
るということでありますので、そこはほかの例にも活⽤できると思いますが、プロテイン・プロテ
イン・インタラクションの阻害剤に対するスペシフィックな基盤技術は、池⽥さん、いかがです
か。 

池⽥ [A]：プロテイン・プロテイン・インタラクションをスペシフィックに阻害するという技術
は、今いろいろあるのはあるんですけれども、この DSP-5336 に使った技術かと⾔われると、そ
うではないということですね。 

ただ、せっかくこの DSP-5336 がありますので、当然コンピュータ上でターゲットのタンパクの
その構造、⽴体構造を出したり、それから結晶構造解析、いろいろ持っていますので、そういう意
味では、そういうのを作って解析する技術があるということは⾔えるかもしれません。 

和⽥ [M]：分かりました。ありがとうございます。 

野⼝ [M]：それでは、以上で、アナリスト・機関投資家の皆様との質疑応答を終了させていただき
ます。 

ここから、メディアの⽅からのご質問をお受けしたく存じます。 

まず東京会場のメディアの⽅で、ご質問のある⽅は挙⼿をお願いいたします。ご指名させていただ
きました後、係の者がマイクお持ちいたします。ご質問の際は、ご所属とお名前の後にご質問をお
願いいたします。 

国際商業出版 ⼩﨑 [Q]：国際医薬品情報の⼩﨑と申します。ありがとうございます。 

臨床開発の主なトピックスの中のがん領域で、ほかにもいろいろフェーズ 1 初期の開発段階のもの
がある中で、SMP-3124 を取り上げられた理由は何かということと、CHK1 というのはドライバー



 
 

 34 / 45 
 

遺伝⼦かと思うんですけども、がんの中でどのぐらいの割合でそれがドライバー遺伝⼦になってい
るのかという数字があれば、教えていただきたいです。 

池⽥ [A]：がん領域につきましては、今回ここの資料に載せさせていただいている三つの剤がござ
いますが、それ以外にもいくつかありますけれども、その中で⼀番開発が進んでいて、また現時点
のデータから期待が持ているものという形で載せさせていただいております。 

SMP-3124 につきましては、これはリポソーム製剤ではあるんですけれども、本当にまさに当社の
基盤プラットフォーム技術になり得るものかなということがございますので、この剤のコンセプト
が証明されていけば、この中に⼊れるものを変えることによって、いろいろな形の、実は今、候補
を持っておりますので、それが今その後に控えているということでございますので、それでまずこ
れを先⾏させたいということがございます。 

CHK1 につきましては、このタスクに相当するところというのは ART とか WEE1、いろいろある
んですけれども、その中で、それぞれの特徴、それから良い点、悪い点がございますので、それら
の中でこの CHK1 というのを今狙っているところでございます。 

⼩﨑 [M]：分かりました。ありがとうございます。 

⽊村 [A]：すみません、⼀つだけ修正させてください。 

ここは今期、セカンドクォーターのトピックスということで、セカンドクォーターで進捗があった
ものを挙げてございます。 

⼩﨑 [Q]：これを特に推しているということでは。 

⽊村 [A]：いや、推してはおるんですが、ここでは、推している具合いが表れているということで
はなく、この過去 3 カ⽉ですか、7、8、9 ⽉で進捗があったところを整理したというところでござ
います。 

⼩﨑 [M]：ありがとうございます。 

野⼝ [M]：はい、どうぞ。 

医薬経済社 吉⽔ [Q]：医薬経済の吉⽔と申します。⼆つあります。 

まず今⽇の発表のあった、例の早期退職者の数ですが、700 ⼈が、ざっくり 100 ⼈弱、当初⾒込み
を下回っているということですが、まず再募集の可能性はお考えになっていますでしょうか。 

⽊村 [A]：700 ⼈ということで公表させていただいていましたが、実際には、その期間に定年退職
の⽅とか⾃⼰都合の⽅が出てこられるだろうという想定もしておりまして、そういう⽅も含めて、
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ほぼ 700 ⼈ということでありますので、われわれとしては、再募集についてはまったく考えてご
ざいません。 

吉⽔ [Q]：そこを含めると、着地点はちょうどぴったりだった。定年退職とかを⼊れると、ちょう
ど。 

⽊村 [A]：そうですね。⼗分達成できたと考えております。 

吉⽔ [Q]：分かりました。 

⼆つ⽬が、巷では、親会社の住友化学さんが、売るとか、売らないとか、いろいろお話が出ている
と思うんですが、現在のいろいろ⽴てている計画というのは、あくまでも住友化学グループの⼀員
としてやっていくことを前提に今組んでいるという理解でよろしいですか。 

⽊村 [A]：現在の計画は、おっしゃるとおり、住友ファーマとして単独でこういうお⽰ししたもの
を実現しているということで組んでございます。巷は別にして、住友化学からも何かそういう話を
されたということも聞いておりますが、われわれとしては、何かにつけて、すべてのことについて
はオープンに、いろいろわれわれにとってメリットがあるかどうかということは考えてまいりたい
とは思いますが、繰り返しになりますが、単独で進めていく計画をお⽰ししておるというところで
ございます。 

吉⽔ [Q]：分かりました。 

決算説明会資料 20 ページのところで、「当社医薬品事業を含めた事業体制について柔軟な検討・
アレンジができる」というのは、どういうふうに解釈すればいいですか。 

⽊村 [A]：再⽣医療ですか。それは、例えば状況によって、われわれの持ち分をより多くすると
か、減らす、減らすもあるかもしれないですけど、多くするということも含めて、住友化学が相⼿
であれば、いろいろなご相談ができるだろうということでございますし、もちろんサードパーティ
ーが⼊ってくるということも、今の時点で別に否定するわけでは全然ないわけではありますが。 

吉⽔ [M]：分かりました。ありがとうございます。とりあえず以上です。 

野⼝ [M]：ありがとうございました。 

⽇本経済新聞 安藤 [Q]：⽇本経済新聞の安藤と申します。 

パーキンソン病の iPS のところで、先ほどの説明でもちらっと出たんですけど、今、⼀番議論して
いるのは、条件及び期限付き承認をいずれ本承認に移すときに、それがきちっとできるような形
で、今までそうならない例もほかの会社であるので、そこをきちっとできるようにするためにはど
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うすればいいかという、最近できてきたガイドラインなども踏まえて、そこの議論に、協議に時間
がかかっているという理解でよろしいでしょうか。 

⽊村 [A]：議論のポイントはいくつかございますが、⼀つは、条件及び期限付き承認を想定した場
合に、本承認を取るためにはどうするかという視点は、今 PMDA さんは⾮常に考えておられると
ころだというのは⼀つございます。 

安藤 [Q]：いくつかというと、ほかは。 

⽊村 [A]：具体的なことを⾔うのはちょっとここでは控えさせていただきますが、われわれとして
は、いいデータではあると思うので、その辺りは皆さんにも⾒ていただいて、広くご議論しながら
PMDA とも議論を続けていくと。今までは、データは出さない中での議論という⽅針でおりまし
たが、公表は公表で進める、それで申請は申請で進めるというところで、ちょっと整理し直したと
いうところでございます。 

安藤 [Q]：あくまでも京都⼤学がデータを発表しない、データというか、論⽂として発表しない限
りは物事が進まないということ、何かどっちがどっち待ちなのかみたいなのが、いまいちよく分か
らないんですが。 

⽊村 [A]：すみません、そこは別にリンクしているわけではございませんで、単にタイミングの問
題を申し上げたわけで、当初の 3 ⽉末の承認ということであれば、承認が先⾏しつつ、データの公
表がついてくるということではありますが、データの公表は、当初予定どおり進んでおりますの
で、そこの辺りが逆になったということを申し上げたということでご理解いただければ。 

安藤 [Q]：先ほどのような協議だとすると、そんなにこの先、時間がかからないのかなという気も
するんですけど、来年度にもというか、早ければ来年度というと、場合によっては 1 年とかもっと
かかる可能性も視野に⼊れてお話しされているのかなと思って、そこまで時間を⻑く⾒ておいたほ
うがよろしいでしょうか。 

⽊村 [A]：われわれとしては、もうできるだけ早くとは考えておりますが、あくまでもそれも含め
て、いろいろな戦術、戦略を考えておるというところです。 

安藤 [Q]：分かりました。 

あと R&D のところ、R&D 費が 4 割減って、⼈も 560 ⼈から 440 ⼈減ってしまっているわけです
けど、さっき MR の場合は優秀な⼈もいっぱい残ってくれてというお話がありましたけど、研究開
発はこれだけ⼈が抜けてお⾦も減ると、なかなか難しくなってくると思うんですけど、その辺りは
どうでしょうか。 
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⽊村 [A]：研究開発の担当部署あるいは担当の⼈に対しては、⾮常に我慢を強いる状況にはなって
おります。別の場でも申し上げたんですけど、昨年度の 900 億円余りから 500 億円ということで
4 割減ってはおりますが、その相当部分は、北⽶での後期の臨床開発体制というのが、ウロタロン
トがうまくいかなかったことで、体制そのものを解きました。そこでのコスト削減が⾮常に⼤きな
ウエートを占めておりまして、厳しい R&D 費の管理をしているのは事実でありますが、⾒た⽬ほ
ど⼤きなものではないということも⼀⽅で事実としてございます。 

安藤 [Q]：ありがとうございます。 

もう⼀つだけ、関連で、S-RACMO と、もう 1 社、今度新しい会社ができるわけですけど、役割分
担としては、S-RACMO のほうが、さっきおっしゃったように、CDMO 的な会社で、新しくでき
るのは研究開発企業みたいなイメージでよろしいでしょうか。 

⽊村 [A]：そうですね、まさにそういうイメージであります。逆に、再⽣・細胞医薬の事業は、今
後この新しい会社に担わそうと考えております。ただ、スタート時点では、本当に研究開発だけの
会社ということにはなりますが、⻑期的には、順調にいけば、今申し上げたような⽅向を議論して
いるというところです。 

安藤[Q]：今、本社に残っている R&D の要員もかなりの部分がこっちへ移るということになりま
すか。 

⽊村 [A]：再⽣・細胞医薬については、かなりの⼈材がこちらのほうに動くと。⼀⽅で、薬、特に
再⽣医療の場合は、薬事とか、CMC とか、いろいろな分野の⼈が関わっております。それを全部
新社に持っていくというのは事実上、不可能ですので、本体との連携というのをどこかに書いてご
ざいますが、その辺りが有機的に動くようにするというようなのもわれわれが今、苦⼼しておると
ころであります。 

安藤 [M]：分かりました。ありがとうございます。 

野⼝ [M]：ありがとうございます。 

NHK 三⾕[Q]：NHK の三⾕です。よろしくお願いします。 

パーキンソン病の質問ばかりで恐縮ですが、パーキンソン病についてお伺いしたいと思います。ま
ず、承認申請の時期を再検討するということについての認識を伺いたいんですけども、当初より予
定が遅れているという認識なのか、この程度はまだ想定の範囲内という認識なのか、めどが⽴たな
くなってきているという認識なのか、まずその現状認識をどう考えていらっしゃるのかを教えてい
ただけないでしょうか。 
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⽊村 [A]：⼀⾔で申し上げると、当初より遅れているとご理解いただければと思います。 

三⾕ [Q]：ありがとうございます。 

⼀⽅で、今 7 例であるけれども、期待どおりのものが出ているですとか、先ほども、われわれとし
ては、いいデータが出ているとおっしゃっていたかと思うんですけれども、その上で、PMDA 側
とその認識が合わないというのは、そもそも解釈が、やはり認識が合わないのか、つまり条件及び
期限付き承認を取るのも厳しそうな話になっているのか、そこはいけるんだけれども、そこから
先、本承認に持っていくためにどうするかという話を先に詰めましょうということなのか、その
点、どういう議論になっているのか、もう少し教えていただけないでしょうか。 

⽊村 [A]：PMDA との議論ですので、あまり具体的なところをわれわれのほうから申し上げるのは
控えますが、やはり規制当局と開発者側の⽴場の違いというところがあるのかとは思います。 

三⾕[Q]：⽴場の違いといいますと。 

⽊村 [A]：価値観という⾔い⽅はちょっと語弊があるかもしれませんが、同じデータを⾒ても、ど
ういうふうに感じるか、どういう課題を感じるかというようなところじゃないでしょうかね。ある
いは、どういう可能性を⾒るかというようなところかと思いますので、そこは私も曖昧模糊とはし
ておりますが。 

三⾕ [Q]：御社としては、今のデータで⼗分耐え得るデータが出ているというふうに、その考えは
変わらないということですか。 

⽊村 [A]：そうですね。当社もですし、治験を実施された京都⼤学の先⽣たちも、この分野での世
界のトップレベルの専⾨家でいらっしゃると思うんですけど、全く同じ認識でおります。 

三⾕ [Q]：最後にもう 1 点、その上で、今後この状況をどう打開できるのかというところですけれ
ども、症例を増やすという話はなさそうというのはこれまでの質問で認識したんですけれども、そ
うすると、あとどこで着地点というか、⼀致点を⾒いだせるのか、どんな戦略があり得るのかにつ
いてはどうお考えでしょうか。 

⽊村 [A]：まさにそこを検討しておるところでございます。 

三⾕ [M]：分かりました。ありがとうございます。 

野⼝ [M]：ありがとうございました。 

その他、会場の、こちらの⽅、よろしくお願いします。 

薬事⽇報社 酒⽥ [Q]：薬事⽇報の酒⽥と申します。 



 
 

 39 / 45 
 

また繰り返しのご質問で恐縮ございます。iPS の件でございます。やはり 3 ⽉の厚⽣省のガイドラ
インがあって、今出ているデータ、認証データ、もしくはヒストリカルデータとの⽐較において、
その評価については、結構解釈とか、かなり厳格に求められているということなのでしょうか。そ
れを踏まえて、次の本承認を⾒据えたときに、試験計画だとか、有効性の評価のあり⽅とか、そこ
ら辺もかなり厳格に求められてのお話だと理解すればよろしいのでしょうか。 

⽊村 [A]：⾮常に少ないデータでは、7 例ですので、ポイントというのが、1 点、2 点ということ
とは違って、総合的にどういうふうに考えるかというようなことかとは思いますが、繰り返します
が、具体的にどこがどうだというのは、データもない中では話もしづらいので、控えさせていただ
きます。 

野⼝ [M]：ありがとうございます。 

⽇本経済新聞 ⿊瀬 [Q]：⽇本経済新聞の⿊瀬です。今⽇はありがとうございます。 

私も iPS のところで、⼤変細かくなって⼤変恐縮ですけれども、24 年度内の申請および承認取得
の申請⾃体も、24 年度内の計画は取り下げということでよろしいでしょうか。 

⽊村 [A]：そうですね。申請⾃体も、今タイミングも含めて再検討しておるというところでござい
ます。 

⿊瀬 [Q]：そうすると、住友化学との新会社設⽴、再⽣・細胞医薬関連の辺りの今後の計画に対す
る何か影響は特に、スケジュールに対する影響は特にない。 

⽊村 [A]：そうですね。特にそこは、スケジュールについては影響しないと考えております。具体
的には、2〜3 週間遅れるかもしれない、社内的⼿続き的なことがあるんですけど、⼤きな影響は
ないということで、双⽅で確認しております。 

⿊瀬 [Q]：ありがとうございます。 

あともう 1 点は、今⽇の住友化学さんの経営戦略説明会での岩⽥社⻑のコメントについてです。住
友ファーマに関して、持続可能な住友ファーマの成⻑には新しい枠組みが必要だとして、パートナ
ー探し、サードパーティーですかね、パートナー探しなど、さまざまな選択肢を検討するというよ
うなことを⾔っているんですけれども、このパートナー探しについては、住友化学だけじゃなく、
住友ファーマさんのほうでも何か動きはされていると理解してよろしいでしょうか。 

⽊村 [A]：われわれが独⾃に動くということを考えているわけではありませんが、もしですよ、も
しそういうパートナーの候補がおられるということになれば、われわれとしては、それが是々⾮々
というか、われわれにとってはどういうメリットがあるかというところは考えていきますし、住友
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化学さんも、勝⼿にある⽇、突然パートナーを連れて来て結婚しろという、そんなことはあり得な
いと思っていますので、もしあれば、前広に双⽅で相談していくということになるかと思います。
あくまでももしの話ですけど。 

⿊瀬 [M]：ありがとうございます。 

野⼝ [M]：それでは、Zoom でご参加の医薬通信社の⽯井様、ご質問をお願いいたします。 

医薬通信社 ⽯井 [Q]：医薬通信社の⽯井です。 

早期退職を⾏ったアメリカの経験の中で、⽇本の国内販売に⽣かせることは何かあるのでしょう
か。 

⽊村 [M]：中川さん、いかがですか。 

中川 [A]：先ほど⽊村も申しましたとおり、残られた⽅というのは⼀定のエンゲージメントを会社
に対して持っておられる⽅が多いですので、そういう⽅をうまくモチベートして、その製品の販売
に尽⼒いただくということに尽きるかと思っております。製品そのものの魅⼒はこれまでと特に変
わっておりませんので、少ない⼈数ではあっても、そういった製品の特徴を訴えるような、最も効
率的な戦略を考えて実⾏していくと。それに対してエンゲージメントを⾼く持って頑張っていただ
くと。 

アメリカでも⼈はだいぶ減らしましたけれども、今⽇ご説明させていただいたとおり、⼀定の売上
を達成できておりますので、⽇本でも⼗分それは達成できるものと信じております。 

⽯井 [M]：ありがとうございました。 

野⼝ [M]：続きまして、ミクスの神尾様、お願いできますか。 

ミクス 神尾 [Q]：ミクスの神尾です。お世話になります。 

今回、早期退職で、600 ⼈とか、トータルでは 700 ⼈削減になったというお話があったんですけど
も、これによって、販管費は 2,000 万円、12 ⽉からなので、25 年度にどれぐらい⼈件費削減につ
ながるんでしょうか。先ほどの住化さんの話だと、どうも 100 億とちらっと⾔ったような気がし
たんですけども、その辺の数字を教えてください。 

⽊村 [A]：その数字はほぼ正しいんじゃないかと思っております。⼈件費だけじゃなくて、頭数に
よってかかるコストというのが事業を進めていく中ではどうしてもございますので、それを合わす
とちょうど 100 億円前後とわれわれも⾒通しております。 

神尾[Q]：分かりました。 
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あと、ちょっと細かい話で恐縮ですけども、国内営業についてです。約 450 ⼈の体制で全国カバ
ーするために、エリア制にしますというお話があったんですけども、これは、要は⼆次医療圏単位
で 1 ⼈とか 2 ⼈とかを配置するようなイメージでしょうか。エリア制のイメージがあれば教えてく
ださい。 

⽊村 [A]：今までは疾患領域制ということで、CNS は CNS の MR が、CNS 関係の病院を、ある地
域、⽐較的広い地域を回っておられたと。同じ地域の中に糖尿病の⽅も回っておられたと。当然病
院は違いますよね。そういう形になっておったのを、本当に地域で守備範囲を固定して、CNS
も、糖尿病も、ほかの薬も、その地区内のものは 1 ⼈の MR が担当していくという形に変えたと
いうところでご理解いただけるでしょうか。 

神尾 [Q]：分かりました。 

あと、営業所というのは、特に数字は変わらないんですか。 

⽊村 [A]：⽀店も削減しておりますので、営業所も減るということになりますが、具体的な数は、
営業所が約 50 とは聞いておりますが、当⾯まず 50 営業所でやっていくということを聞いておる
ということでございます。 

神尾[M]：分かりました。ありがとうございました。 

野⼝ [M]：ありがとうございます。 

続きまして、読売新聞社、松⽥様、ご質問をお願いいたします。 

読売新聞 松⽥ [Q]：読売新聞の松⽥です。ありがとうございます。 

パーキンソン病で、これまで質問で出たところの確認で恐縮ですけど、基本的に御社の承認申請の
タイミングより京都⼤学の論⽂発表のほうが、ここはリンクしていないということですけど、京都
⼤学の論⽂発表のほうが先になりそうだという、現状そういう⾒通しということでいいのでしょう
か。 

⽊村 [A]：ちょっと私の⾔い⽅がよくなかったかもしれませんが、われわれの承認より京都⼤学の
発表のほうが早くなるということに、現在思っております。論⽂を投稿中ですので、何⽇に出るか
ということがまだ決まっておりませんので、その辺りは曖昧だとご理解ください。既に投稿されて
おりまして、リバイス中だとは聞いております。 

松⽥ [Q]：承認を取得するよりも先に京都⼤学の発表がありそうだという理解ですか。 
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⽊村 [A]：だからその辺りの時期が何とも、ご存じかどうか、科学トップジャーナルの場合は、リ
バイスに年かかるものもあるというのは普通ではございますが、そこまでの想定をしておるわけで
はありません。 

松⽥ [Q]：分かりました。 

あともう 1 点、今回、申請時期、取得時期が遅れたことで、アメリカでの治験への影響はないんで
しょうか。 

⽊村 [A]：まず影響はございません。⼀⽅で、われわれとしては、⽇本で若⼲遅れるということも
踏まえて、⽶国ではさらに加速ということを考えております。既に⼆つの治験が⾛ってございま
す。 

松⽥ [Q]：カリフォルニア⼤学サンディエゴ校主導の治験のほうは、⼀応、今年度中にも 1 例⽬の
移植をすると理解しているんですけど、そういう予定で変わりないということでいいですか。 

⽊村 [A]：はい、変わっておりません。 

松⽥ [Q]：今年度のいつというのはまだ決まっていないというか、めどは⽴っていない。 

⽊村 [A]：まだちょっと決まっておりませんので。 

松⽥ [M]：分かりました。ありがとうございます。 

野⼝ [M]：ありがとうございました。 

続きまして、じほう社の千星様、ご質問をお願いいたします。 

じほう社 千星[Q]：じほう社⽇刊薬業の千星と申します。2 点伺いたいです。 

まず 1 点、国内の営業ですけれども、早期退職で今回スリム化ということですが、以前、国内の事
業⽴て直しということで、製品の導⼊とかを検討したりというようなお話もされていたかと思うん
ですけれども、今回相当スリム化するということで、導⼊するか、しないかという検討は、いった
ん凍結みたいな感じになるんでしょうか。 

⽊村 [A]：機会があれば導⼊したいと。販売提携みたいな形のものは考えておりまして、現在も常
にいろいろな交渉はしておるところでございます。 

⼀⽅で、これまでの 770 ⼈体制から 450 ⼈体制になるということでは、どうしてもディテール数
の制限というのは出てまいりますので、その辺りは、ポテンシャル案件の違いは出てくるんじゃな
いかとは思います。 
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千星 [Q]：ありがとうございます。その場合、やはり導⼊というと、領域的には CNS とか糖尿病
とか、その辺になるんでしょうか。 

⽊村 [A]：エリア制に移⾏したということもあって、領域については、よりフレキシブルに考えら
れるんじゃないかとは思います。 

千星 [Q]：ありがとうございます。 

あともう 1 点、再⽣・細胞医薬のところです。御社は、⼤阪の中之島クロスのほうに拠点を設けら
れたのか、設けられるのか、ちゃんと確認はできていないんですけど、拠点を出されるかと思うん
ですけれども、事業へのプラス効果みたいなのはどのように感じておられるんでしょうか。 

⽊村 [A]：出されたなんですけど、われわれにとっては、中之島クロスは⾮常に魅⼒的ですけど、
われわれはその近くの江坂というところに本拠地を置いておりまして、あまりに近くて、中之島ク
ロスに本格的な拠点というよりアンテナショップ的なものだとご理解いただけるのが正確かと思い
ます。 

千星 [Q]：分かりました。 

そうすると、近すぎて、そこまでメリットはないということかもしれませんけど、魅⼒としては何
かお話しいただけるようなことはありますでしょうか。 

⽊村 [A]：やはりここにいろいろな事業の段階の、京都⼤学の裁量も含めてですけど、ベンチャー
さんから医療機関まで、すべて⼊居されているということで、⾮常に相談がしやすいというような
場を提供するというところでのメリットがありますし、セミナーとか講演会を開くような場もこの
中之島クロスの中にはありますので、⼀つの関⻄の再⽣医療のセンターという⾔い⽅がいいんでし
ょうかね、場所になると思いますね。 

われわれは江坂からですと簡単に⾏けますので、機会があるごとに通うというようなことを考えて
おるところです。 

千星 [M]：ありがとうございます。以上です。 

野⼝ [M]：ありがとうございました。続きまして、朝⽇新聞社、清井様。 

朝⽇新聞 清井 [Q]：朝⽇新聞の清井と申します。 

住友化学さんの決算発表が今⽇あって、そこで出たというように聞いておるんですけれども、住友
ファーマの創薬事業のうち、低分⼦のものはグループの重点企業から、もう 10 ⽉ 1 ⽇付で外され
ていると。そこについては、グループとして⻑期に⽬指す姿には含めていないという発⾔もあった
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と聞いております。これについてどういう話し合いがグループの中であったのかとか、こういうこ
とを、ちょっと詰めたように聞こえるんですけれども、グループのトップが⾔われていることの所
感をいただけないでしょうか。お願いします。 

⽊村 [A]：そこは、私⾃⾝は聞いてなかったので何とも申し上げられませんが、住友化学の事業分
野の中で、再⽣・細胞医薬の CDMO も含めて、新社と SMP の本体が別のところに分類されてお
るというところは存じ上げております。 

それを単に、住友化学の本体の事業との直接の関連性ということではないかと思っております。再
⽣医療については、先ほど申し上げたように、⽣産技術といったところに⾮常に特徴がある事業で
すので、アドバンストメディカルソリューションでしたか、というところとの関係と。 

⼀⽅で、低分⼦の医薬というのはまさにその製薬のところでありまして、住友化学のほかに、製薬
をしているところがないと。だから本体とのそういう意味のシナジーがないというところで、別の
ところに置いてあるのかとは思っておりますが、われわれの⽴場からは、繰り返しになりますが、
両⽅が有機的につながらないと動かないという⾯がありますので、それぞれの⾒⽅かなとは思いま
す。 

清井 [Q]：つまり、グループの中と⾔っても、住友化学さんが⼒を⼊れるところではないという意
味合いと、住友ファーマとして⼒を⼊れていくというのは、両⽴するというか、別として存在し得
るという理解を住友ファーマさん側はされているということでしょうか。 

⽊村 [A]：そうですね。債務保証もしていただいているということもあって、住友化学さんには、
ファーマに対したしっかりしたサポートをしていただいているというのは事実ですし、今後もして
いただけると信じておりますが、事業そのもののシナジーという意味では、ファーマは⾃⽴してお
るだろうということではないでしょうかね。 

清井 [Q]：改めて確認ですが、特にそういうことについて、住友化学さん側と何か重点事業から外
しますよみたいな話があったわけではないということですか。 

⽊村 [A]：いやいや、そういう⾒⽅じゃないんです。そういう話もしておりませんが、特に揉めて
おるわけではなく、仲良くやっておると認識しておりますが。酒井さん、何かありますか。 

酒井基⾏ [A]：⽊村さんの認識と⼀緒です。 

清井 [M]：ありがとうございます。以上です。 

以上をもちまして、住友ファーマ、2024 年度第 2 四半期の決算説明会を終了いたします。 
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本⽇はご参加いただきまして、誠にありがとうございました。 

［了］ 

 


